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対象���の������ン�な�の業務の��
：介護保険給付の対象 ：介護予防事業 ：包括的支援事業

��：地域包括支援センターが行う業務 ��：地域包括支援センターへの委託が可能な業務

把握 ケアマネジメント サービス実施 施策の評価

要
業務等の名称 要介護認定 居宅介護支援 居宅／施設サービス等

○要介護者・要支援者・特定高齢者

要
介
護
者

－
位置付け・財源 一般財源 介護保険給付 介護保険給付

実施主体 市町村
居宅介護支援事業者
（介護支援専門員）

※ 地域包括支援センターが支援
居宅サービス事業者／施設等

要
支
援
者

業務等の名称 要支援認定 介護予防支援 介護予防サービス等

－
位置付け・財源 一般財源 介護保険給付 介護保険給付

実施主体 市町村
地域包括支援センター

（一定の範囲内で委託可能）
介護予防サービス事業者

特
定
高

業務等の名称 特定高齢者把握事業 介護予防ケアマネジメント業務
通所型介護予防事業
訪問型介護予防事業

介護予防特定高齢者施
策評価事業

位置付け・財源 介護予防事業 包括的支援事業 (２号保険料投入せず) 介護予防事業 介護予防事業

市町村 地域包括支援センター 市町村 市町村高
齢
者

実施主体

市町村

※ 委託が可能（地域
包括支援センターへの
委託も可）。

地域包括支援センタ

※ 委託は不可。

市町村

※ 委託が可能（ただし、地域包
括支援センターへの委託は不可）。

市町村

※ 委託が可能（地域包
括支援センターへの委託
も可）。

○一般高齢者○ 般高齢者

普及啓発 ボランティア等の人材育成等 施策の評価

業務等の名称 介護予防普及啓発事業 地域介護予防活動支援事業 介護予防一般高齢者施策評価事業

位置付け・財源 介護予防事業 介護予防事業 介護予防事業

実施主体
市町村

※ 委託が可能（地域包括支援センター
への委託も可）。

市町村

※ 委託が可能（地域包括支援センター
への委託も可）。

市町村

※ 委託が可能（地域包括支援センター
への委託も可）。

【出典】介護保険関係法令・関係通知に基づき作成。

⑥ケアマネジメント関係
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⑦介護保険施設・居住系サービス関係

介護予防事業 介護予防ケアマネジメント業務

根拠条文

介護保険法第115条の44第１項第１号

被保険者（第１号被保険者に限る。）の要介
護状態等となることの予防又は要介護状態等の
軽減若しくは悪化の防止のため必要な事業（介
護予防サービス事業及び地域密着型介護予防
サービス事業を除く。）

介護保険法第115条の44第１項第２号

被保険者が要介護状態等となることを予防するた
め、その心身の状況、その置かれている環境その他
の状況に応じて、その選択に基づき、前号に掲げる事
業（介護予防事業）その他の適切な事業が包括的かつ
効率的に提供されるよう必要な援助を行う事業

事業概要

以下の２つの施策。

①介護予防特定高齢者施策
ア．特定高齢者把握事業
イ．通所型介護予防事業
ウ．訪問型介護予防事業
エ．介護予防特定高齢者施策評価事業

②介護予防一般高齢者施策
ア．介護予防普及啓発事業
イ．地域介護予防活動支援事業
ウ．介護予防一般高齢者施策評価事業

特定高齢者のケアマネジメントのための以下の取組。

①課題分析（アセスメント）
②目標の設定
③介護予防ケアプランの作成
④モニタリングの実施
⑤評価

地域支援
事業上の
位置付け

＆
財源構成

介護予防事業 包括的支援事業
国 25%

����
12.5%

���
12.5%

２号保険�
30%

１号保険�
20%

国 4��

����

���

��� ���

１号保険�

���

【出典】介護保険関係法令・関係通知に基づき作成。
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958 2,059 4,110
191

333 2,241

100:1

391
20
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住生活基本計画

高齢者居住安定確保計画

（事業計画）地域住宅計画
（実現手段）地域住宅交付金

（事業計画）公的介護施設等の市町村整備計画
（実現手段）地域介護・福祉空間整備等交付金

介護保険制度
連携

①高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の目標
イ．高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の促進
ロ．高齢者が入居する賃貸住宅の管理の適正化
ハ．高齢者に適した良好な居住環境を有する住宅の整備の促進
ニ．高齢者居宅生活支援事業の用に供する施設の整備の促進
ホ．高齢者居宅生活支援体制の確保

②その他高齢者の居住の安定の確保に関し必要な事項

住宅�策と高齢者福祉�策が連携して、高齢者の居住の安定の確保に関する
目標を定め、施策を推進

高齢者居住安定確保計画と住生活基本計画、老人福祉計画等との関係

住民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画

①住民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する目標・施策

②住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を総合的かつ計
画的に推進するために必要な事項

目標
１．良質な住宅ストックの形成及び将来世代への継承
２．良好な居住環境の形成
３．多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備
４．住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保

老人福祉計画※

介護保険事業支援計画※

老人福祉事業の供給体制の確保に関する計画

①老人ホームの必要入所定員総数その他老人福祉事業
の量の目標・措置

②老人福祉事業の供給体制の確保に関し必要な事項

介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施の支援に関する計画

①介護給付等サービスの量の見込み

②介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を支援す
るために都道府県が必要と認める事項

※目標４．のうち高齢者の住宅の部分について具体的に計画

※両計画は一体として策定

高齢者居住安定確保計画は、老人福祉計画・介護保険事業支援計画と調和を図りつつ、住生活基本計画を踏まえ、高齢者住宅に係る
施策を具体的に計画します。住生活基本計画（H18からの10年計画）、老人福祉計画等（H21からの３年計画）を踏まえ、���的な計画�

間を�年とします。

等

等

高齢者居住安定確保計画の概要




